
（単位　円）

資　産　の　部

科　　　　　　　　　目

固　　　 定　　　 資　　　 産

有　 形　 固　 定　 資　 産

（注 ３）

（注 ３）

（注 ３）

（注 ３）

（注 ３）

　　    　小　　　　　　　　　計

特　　　　定　　　　資　　　　産

　　    　小　　　　　　　　　計

そ の 他 の 固 定 資 産

（注 ３）

　　    　小　　　　　　　　　計

固　　定　　資　　産　　合　　計

流　　　　動　　　　資　　　　産

（注 ４）

流　 　動　　 資　　 産　 　合 　　計

資　　 産　 　の　 　部　 　合　 　計

貸　　借　　対　　照　　表

令　和　７　年　３　月　３１　日　

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　　減

土 地 11,023,928,234 11,041,579,491 △ 17,651,257

教 育 研 究 用 機 器 備 品 22,455,669,034 21,354,429,736 1,101,239,298

管 理 用 機 器 備 品 324,278,577 332,400,714 △ 8,122,137

建 物 64,716,864,309 66,590,333,035 △ 1,873,468,726

構 築 物 2,071,319,329 2,256,229,072 △ 184,909,743

建 設 仮 勘 定 1,747,034,140 367,675,000 1,379,359,140

105,664,982,029 105,257,105,991 407,876,038

図 書 3,306,699,030 3,294,383,132 12,315,898

車 両 19,189,376 20,075,811 △ 886,435

退職給与引当特定資産 8,615,000,938 8,615,711,233 △ 710,295

減価償却引当特定資産 28,651,504,811 29,238,820,839 △ 587,316,028

第３号基本金引当特定資産 6,855,822,101 6,855,822,101 0

48,167,728,123 48,196,987,831 △ 29,259,708

電 話 加 入 権 41,559,700 41,559,700 0

奨学資金引当特定資産 2,394,376,415 2,239,014,865 155,361,550

整備拡充引当特定資産 1,651,023,858 1,247,618,793 403,405,065

預 託 金 186,930 196,450 △ 9,520

施 設 利 用 権 76,845,929 80,755,821 △ 3,909,892

長 期 前 払 費 用 51,817,272 65,780,986 △ 13,963,714

長 期 貸 付 金 162,613,848 165,524,540 △ 2,910,692

157,312,378,416 157,094,917,454 217,460,962

現 金 預 金 12,346,156,405 12,272,009,442 74,146,963

奨 学 資 金 貸 付 金 3,146,644,585 3,287,006,135 △ 140,361,550

3,479,668,264 3,640,823,632 △ 161,155,368

短 期 貸 付 金 4,281,010 3,233,112 1,047,898

未 収 入 金 15,668,410,382 15,406,033,375 262,377,007

貯 蔵 品 31,660,546 31,672,492 △ 11,946

立 替 金 2,659,281 1,891,317 767,964

仮 払 金 45,779,753 39,085,595 6,694,158

医 薬 品 601,228,677 594,114,565 7,114,112

前 払 費 用 156,408,340 151,054,022 5,354,318

28,856,584,394 28,499,093,920 357,490,474

186,168,962,810 185,594,011,374 574,951,436



負　債　の　部

科　　　　　　　　　目

固　　　　定　　　　負　　　　債

固　 　定　 　負　　 債　　 合　 　計

流　　　　動　　　　負　　　　債

流 　　動　 　負　 　債　  合  　計

負 　　債　 　の　 　部　  合　　計

純　資　産　の　部

科　　　　　　　　　目

基　　　　　　本　　　　　　金

基　　　本　　　金　　　合　　　計

繰　　越　　収　　支　　差　　額

繰　越　収　支　差　額　合　計

純　 資　 産　 の　 部　 合　 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　　減

長 期 前 受 金 4,853,669,192 0 4,853,669,192

23,597,889,143 16,822,574,929 6,775,314,214

長 期 未 払 金 2,319,175,548 610,310,934 1,708,864,614

退 職 給 与 引 当 金 16,425,044,403 16,212,263,995 212,780,408

前 受 金 441,444,742 5,521,093,826 △ 5,079,649,084

預 り 金 546,705,846 662,918,524 △ 116,212,678

未 払 金 11,790,243,077 9,591,226,502 2,199,016,575

12,809,648,665 15,805,703,852 △ 2,996,055,187

36,407,537,808 32,628,278,781 3,779,259,027

預 り 保 証 金 31,255,000 30,465,000 790,000

第 ３ 号 基 本 金 6,855,822,101 6,855,822,101 0

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　　減

第 １ 号 基 本 金 242,335,412,265 240,077,226,132 2,258,186,133

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 106,237,809,364 △ 100,775,315,640 △ 5,462,493,724

△ 106,237,809,364 △ 100,775,315,640 △ 5,462,493,724

第 ４ 号 基 本 金 6,808,000,000 6,808,000,000 0

255,999,234,366 253,741,048,233 2,258,186,133

149,761,425,002 152,965,732,593 △ 3,204,307,591

186,168,962,810 185,594,011,374 574,951,436



（注 記）

１．重要な会計方針

（１）引当金の計上基準

 ・退職給与引当金 … 退職金の支給に備えるため、期末要支給額の100％を計上している。

（２）その他の重要な会計方針

 ・たな卸資産の評価基準及び評価方法 … 最終仕入原価法に基づく原価法である。

 ・預り金その他経過項目に係る収支の表示方法 … 預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

 ・食堂その他教育活動に付随する活動にかかる収支の表示方法 … 補助活動に係る収支は総額で表示している。

２．重要な会計方針の変更等

   重要な会計方針の変更等はない。

３．減価償却額の累計額の合計額 円

４．徴収不能引当金の合計額

円

円

円

５．担保に供されている資産の種類及び額

      担保に供されている資産はない。

６．翌会計年度以降の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる額      

７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

      第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

 ・徴収不能引当金 … 修学資金貸付金は貸付金全額を徴収不能に備えるために計上している。

　　　　　　　　　　　　　　 その他の債権のうち、一般債権については、過去の徴収不能実積率から見積もった見込額を、

　　　　　　　　　　　　　　 また、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

　　　　　　　　　　　　　　 額を計上している。

 ・有価証券の評価基準及び評価方法 … 満期保有目的の債券の評価基準は償却原価法（定額法）、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 その他の有価証券の評価基準は移動平均法による原価法である。

108,905,200 円

136,649,929,807

医療収入の未収入金 451,593,225

修 学 資 金 貸 付 金 33,754,050,950

       合      計 34,205,644,175



８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（１）有価証券の時価情報

①総括表

（単位　円）

②明細表

（単位　円）

（２）関連当事者との取引
　関連当事者との取引は、次のとおりである。

（単位　円）

事業上
の関係

貸付金

－

取引条件及び取引条件の決定方針等
（※１）社会福祉法人薬師寺会の資金調達額の総額の過半について、当法人が融資を行っている。

社会福祉法人薬師寺会は昭和60年に設立され、昭和56年に当法人が無認可保育所として開設した「自治医科大学
保育所」を引き継ぎ「わかくさ保育園」（認可保育園）として運営している。

（※２）保育所建替資金を貸付けたものである。
当初貸付金額165百万円のうち、84百万円の返済条件は期間36年（返済開始時期：令和6年度）、無利息とし、
81百万円の返済条件は20年後一括償還（返済期日：令和23年3月末日）、無利息としている。
　当貸付けにあたっては、当法人と同法人との間で抵当権設定契約を締結している。

（※３）保育所を引き継ぐにあたり、当法人から引き続き同法人の職員となったものの給与等について、当法人職員として継
続して在職する場合における給与等と同額の給与等が支給されるよう財源補填を行っている。

（※４）保育所敷地（4,295㎡）及び施設（136.64㎡）を無償で貸与等している。

種                  類
当年度（令和７年３月３１日）

貸借対照表計上額Ａ 時    価    Ｂ 差   額   Ｂ－Ａ

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 24,504,512,594 23,814,312,778 △ 690,199,816

（ う ち 満 期 保 有 目 的 の 債 券 ） (23,987,441,935) (23,338,110,200) (△649,331,735)

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 1,655,805,147 1,763,790,136 107,984,989

（ う ち 満 期 保 有 目 的 の 債 券 ） (1,400,000,000) (1,444,002,000) (44,002,000)

時 価 の な い 有 価 証 券 0

有 価 証 券 合 計 (26,160,317,741)

合                   計 26,160,317,741 25,578,102,914 △ 582,214,827

（ う ち 満 期 保 有 目 的 の 債 券 ） (25,387,441,935) (24,782,112,200) (△605,329,735)

株 式 0 0 0

投 資 信 託 0 0 0

種                  類
当年度（令和７年３月３１日）

貸借対照表計上額Ａ 時    価    Ｂ 差   額   Ｂ－Ａ

債 券 25,387,441,935 24,781,472,200 △ 605,969,735

合 計 26,160,317,741 25,577,462,915 △ 582,854,826

時 価 の な い 有 価 証 券 0

貸 付 信 託 0 0 0

そ の 他 772,875,806 795,990,715 23,114,909

関 係 内 容
取引の
内   容

取引金額 勘定科目 期末残高役員の
兼任等

有 価 証 券 合 計 26,160,317,741

属   性
役員・法人
等 の名称

住    所
資本金
又   は
出資金

事業の
内容又は
職　　業

議決権
の所有
割　 合

兼任1名

資金の援助
及び

土地の貸与等
（※４）

貸付金の回収
（※２）

2,709,677 162,290,323

人件費負担
（※３）

1,213,545 －

関  係
法  人

社会福祉法人
薬　師　寺　会

（※１）

栃木県
下野市

－
保育園
の運営

－



＜補足＞

・ 未収入金 → 医療未収入金等

・ 長期未払金 → 支払期限到達が１年を超える未払金（リース物件）

・ 退職給与引当金 → 教職員の退職に備えた引当金

・ 未払金 → 支払期限到達が１年以内の未払金

・ 第１号基本金 → 校地、校舎、機器備品、図書等の自己資金で取得した固定資産の額

・ 第３号基本金 → 奨学金や研究のための基金等として継続的に保持する資産の額

・ 第４号基本金 → 恒常的に保持すべき運転資金の額

・ 翌年度繰越収支差額 → 事業活動収支差額を通算した額

・ 純資産の部合計 → 基本金＋繰越収支差額


